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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

　連結経営指標等

　

回次
第70期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第71期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第70期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日

自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日

売上高 (百万円) 9,607 7,318 27,477

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 17 △220 30

四半期純利益又は四半期(当期)
純損失(△)

(百万円) 58 △353 △1,719

純資産額 (百万円) 18,589 15,997 16,071

総資産額 (百万円) 40,107 36,629 39,298

１株当たり純資産額 (円) 185.86 159.70 160.69

１株当たり四半期純利益金額又
は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) 0.61 △3.67 △17.88

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.6 41.9 39.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △259 114 157

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △532 △602 △2,532

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 387 △799 1,873

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 8,284 6,590 7,727

従業員数 (名) 11,349 10,897 11,354

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

　　しておりません。

２　第70期は決算期変更により平成22年４月１日から12月31日の９か月間となっております。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第70期について、１株当たり当期純損失が

計上されており、かつ潜在株式を有していないため、また、第71期第１四半期連結累計(会計)期間について、

１株当たり四半期純損失が計上されており、かつ潜在株式を有していないため、さらに、第70期第１四半期連

結累計(会計)期間において、潜在株式を有していないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。なお、当第１四半期連結会計期間において東光電子(南昌)有限公司が新たに

提出会社の連結子会社となりました。

　平成23年３月31日現在の事業の系統図は次の通りとなります。
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３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。なお、当第１四半期連結会計

期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。

名称 住所
資本金
又は出資金

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

東光電子(南昌)有限公司
南昌技術開発工業区
江西省

US$
700千

コイル応用商品
100
(100)

当社に商品を納入

(注) １  「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

２  「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 10,897

(注)　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を

含む就業人員であり、嘱託・パートを除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 551

(注)　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、嘱託・パートを除い

ております。
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第２ 【事業の状況】

当社は、平成22年12月期に決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しております。そのため、事業の状

況につきましては、前四半期連結会計期間は平成22年４月１日から平成22年６月30日まで、当四半期連結会

計期間は平成23年１月１日から平成23年３月31日までの実績をもとに記載しております。

　また、前四半期連結会計期間では「ユニット商品」と報告しておりましたが、平成23年１月１日よりユ

ニット商品部門の名称をモジュール商品部門と名称変更したため、当四半期連結会計期間では「モジュー

ル商品」と報告しております。

　
１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

コイル応用商品部門 4,687 △19.4

モジュール商品部門 474 △60.3

固体商品部門 977 13.5

半導体商品部門 ― ―

合計 6,139 △22.0

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　半導体商品は仕入販売のため、生産実績はありません。

　
(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

コイル応用商品部門 4,896 △17.2 3,506 0.0

モジュール商品部門 459 △43.6 535 △61.6

固体商品部門 748 △31.9 390 △28.9

半導体商品部門 388 △82.2 ― △100.0

合計 6,492 △35.1 4,432 △30.4

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　　２．半導体商品部門につきましては、平成23年４月１日より旭化成エレクトロニクス株式会社経由での販売となるた

め、受注高、及び受注残高が前年同四半期に比べて大幅に減少しております。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の通りであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

コイル応用商品部門 4,782 △13.9

モジュール商品部門 644 △37.1

固体商品部門 788 △16.5

半導体商品部門 1,102 △47.1

合計 7,318 △23.8

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　　２．半導体商品部門につきましては、平成23年４月１日より旭化成エレクトロニクス株式会社経由での販売となるた

め、販売高が前年同四半期に比べて大幅に減少しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　
(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間の事業環境は、中国、インド、ASEAN経済は内需の拡大等で成長が維持され世

界経済を牽引しました。また、米国や日本などの先進国経済については、新興国への輸出や投資、生産の増

加等で緩やかな回復傾向となりましたが、北アフリカ等の政情不安の影響や一部新興国地域でのインフ

レ圧力等、個人消費を若干抑制する内容が散見されました。

　米国では、企業業績も回復傾向を維持し雇用は弱いながらも拡大傾向でしたが、原油や金属等の原材料

価格上昇が製品価格を押し上げ、実質ベースでの個人消費の伸びを引き下げました。

　欧州では、輸出主導を背景に企業業績は回復傾向でしたが、家電や自動車等の耐久消費財は低調で、イン

フレ率の上昇などもあり個人消費は低迷しました。

　アジア地域は、内需及び輸出産業が堅調に推移していますが、成長率は若干鈍化し、インフレ率の上昇が

個人消費に影響が出始めました。

　日本は、２月までは回復基調でしたが、震災の直接被害、物流の混乱や計画停電による稼動低下、更に原

発事故等により大きく影響を受けています。

　
当グループの属する電子機器市場においては、平成22年後半から続いた在庫調整もあり、需要は弱含み

で推移しました。

　ＡＶ市場向けは、薄型テレビやオーディオ、ゲーム等全般的に需要は弱く、堅調に推移していたデジタル

カメラも震災による部材供給懸念の影響があり今後の需要見通しは不透明です。

　自動車市場向けは、一部車載製品の在庫調整や原油高が続いていますが、国内外の需要は全体的に横ば

い傾向でした。

　無線通信市場向けは、携帯電話全体では前年同期比微増ですが、スマートフォン向けの需要が好調に推

移しました。

　ＰＣ市場向けは、一部部品の不具合による影響や民生向けの需要が弱かったことから全体では低調に推

移しました。

　

EDINET提出書類

東光株式会社(E01810)

四半期報告書

 6/32



　

このような状況の中、当社は携帯電話、スマートフォン、ゲーム機、ノートパソコン、タブレット、ケーブ

ルモデム等の市場に積極的な販売活動を行い、メタルアロイパワーインダクタ、積層チップパワーインダ

クタ、ケーブルモデム用ダイプレクサ等の商品を中心に顧客から高い評価を得ることができましたが、半

導体商品の事業譲渡による売上減少と、ゲーム機、薄型テレビ、音響、車載製品などの在庫調整の影響を受

けて売上は減少し、売上高は前年同四半期比23.8％減の7,318百万円となりました。

　

セグメントの業績は次の通りです。

１　コイル応用商品部門

コイル応用商品部門は、インダクタ、フィルタ、その他商品等で構成されており、主として音響映像機

器市場、車載機器市場、情報通信機器市場に使用されています。新商品であるＤＦＥ（超小型メタルア

ロイパワーインダクタ）がスマートフォン向けに増加したものの、ゲーム機や薄型テレビ、音響、車載

製品などの在庫調整の影響による減少もあり、売上高は前年同四半期比13.9％減の4,782百万円となり

ました。営業利益は、前年同四半期比209百万円悪化の135百万円の損失となりました。

　
２　モジュール商品部門

モジュール商品部門は、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等で構成され

ており、主として車載機器市場及び無線通信機器市場に使用されております。デジタルラジオ用モ

ジュールはシェアの減少、ワイヤレス電力伝送モジュールについては客先の在庫調整の影響で減少し、

売上高は前年同四半期比37.1％減の644百万円となりました。営業利益は、前年同四半期比69百万円悪

化の36百万円の損失となりました。

　
３　固体商品部門

固体商品部門は、積層チップインダクタ、誘電体フィルタ、圧電セラミックス等で構成されており、主

として無線通信機器市場及び車載機器市場に使用されています。スマートフォン向けの積層チップパ

ワーインダクタが増加したものの、ゲーム機等の季節要因による減少の影響を受け、売上高は前年同四

半期比16.5％減の788百万円となりました。営業利益は、前年同四半期比32百万円改善の１百万円とな

りました。

　
４　半導体商品部門

半導体商品部門は平成21年４月１日付で旭化成エレクトロニクス株式会社に事業譲渡しましたが、

その後も移行完了まで当社経由での販売が継続しております。同部門は、ダイオード等のディスクリー

ト、バイポーラIC、CMOS ICなどで構成されており、主として無線通信機器市場及び車載機器市場に使用

されています。大手携帯電話客先の移管が今期より実施されたことから売上が大幅に減少し、売上高は

前年同四半期比47.1％減の1,102百万円となりました。営業利益は、前年同四半期比25百万円改善の20

百万円となりました。

　尚、当社経由での半導体商品の販売は平成23年３月31日をもって終了し、平成23年４月１日より旭化

成エレクトロニクス株式会社経由での販売となりました。
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収支面につきましては、固定費の削減や工場での原価低減活動を積極的に進めて参りましたが、半導体

商品の事業譲渡による売上減少や、在庫調整による売上減少による影響が大きく、営業損失は150百万円

(前年同四半期は70百万円の利益)、経常損失は220百万円(前年同四半期は17百万円の利益)となりまし

た。また、当第１四半期連結累計期間において投資有価証券評価損を計上したこと等により、四半期純損

失は353百万円(前年同四半期は58百万円の利益)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の財政状態としましては、引き続き資産の効率運用及び財務体質の健全

化に努めましたが、四半期純損失の計上等により、財政状態は前期末より悪化しております。

資産の部は、現預金の減少、売上債権の減少、投資有価証券評価損の計上等により、前期末比2,668百万

円減少の36,629百万円となりました。

負債の部は、仕入債務の減少、借入金の返済等により、前期末比2,594百万円減少の20,631百万円となり

ました。

純資産の部は、為替換算調整により増加したものの、四半期純損失を計上したこと等により、前期末比

74百万円減少の15,997百万円となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、主なキャッシュ・イン要因としまして、減価償却費360百万円、

たな卸資産の減少254百万円、売上債権の減少1,500百万円となりました。一方、主なキャッシュ・アウト

要因としまして、税金等調整前四半期純損失293百万円、仕入債務の減少1,408百万円となりました。以上

の結果、114百万円のキャッシュ・インとなりました。前年同四半期比では373百万円の資金増加となりま

した。

　

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出980百万円、有形固定資産売却に

よる収入378百万円等により、602百万円のキャッシュ・アウトとなりました。前年同四半期比では69百万

円の資金減少となりました。

　

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期・短期借入金の減少799百万円等により、799百万円の

キャッシュ・アウトとなりました。前年同四半期比では1,187百万円の資金減少となりました。

　
以上の要因と、海外事業所の為替換算差額、及び新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額により、

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ

1,136百万円減少し、6,590百万円となりました。前年同四半期比では1,693百万円の資金減少となりまし

た。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等は次の通りであります。

　
会社の支配に関する基本方針

Ⅰ．基本方針の内容

当社は、株主の皆様への利益還元の根底は、当社とお客様との深い信頼関係に基づいたビジネスから生

まれると考えています。この信頼関係はお客様が希望される製品・サービスを永年にわたり的確に提供

することにより確立されるものであり、お客様と詳細な技術仕様を「すり合わせて」個々の製品をより

満足度の高い製品に仕上げて供給することにより初めて達成されるものであります。このようなビジネ

スは当社とお客様双方の重要技術をやりとりしながら初めて実現可能となります。近年におけるＩＣ技

術の進歩と大規模化により、同じＩＣを使った機器は基本性能・機能が似かよってきますので、当社のお

客様である機器メーカーは他社と差別化を図るために各社各様の機能、デザインで特色ある機器の設計

を目指しておりますが、当社が供給する受動部品を主体とする部品やモジュールなどの製品が、この特色

を出すための大きな要素となっております。また、当社のコア技術はコイル・インダクタなどの電磁部品

技術、電子セラミック技術とそれらをモジュール化する技術から成り立っており、事業領域を電源系と高

周波系の分野に集中しコア技術の融合とシナジーを高める経営を実践して参ります。

　当社は、このような部品メーカーとして、昭和30年の創業以来半世紀以上にわたりビジネスを展開し、加

えて平成20年度から進めてきた諸施策による利益体質の強化、一歩先行く商品開発とコスト構造改革の

実践、及びお客様との信頼関係を継続して参りたいと思います。

　当社は、このように中長期的な視点から企業価値や株主共同の利益の最大化を追求しており、そのため

には、濫用的な買収等を未然に防ぎ、中長期的な観点からの安定的な経営を行うことが必要であると考え

ております。

　
Ⅱ．基本方針に照らして不適切な者によって財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み

当社は、公開会社として当社株券等の大規模な買付行為(以下「大規模買付行為」といいます。)を受け

入れるかどうかの判断は、最終的には株主の皆様に委ねられるべきものであると考えております。しかし

ながら大規模買付行為が行われようとする場合に、株主の皆様が大規模買付行為を受け入れるかどうか

の判断を適切に行うためには、当社取締役会により、株主の皆様に当該大規模買付行為にかかる十分な情

報が提供される必要があると考えます。

　そこで当社取締役会は、平成22年６月29日開催の第69期定時株主総会において当社株券等の大規模買付

行為への対応方針（買収防衛策）の導入を決定し、さらに平成23年３月30日開催の第70期定時株主総会

において買収防衛策の一部変更について承認を得ました。

この買収防衛策の内容は、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.toko.co.jp/investors/jp/pdf/indication/110224boueisaku.pdf）

に掲載しています。
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Ⅲ．大規模買付ルール

ａ．情報の提供

大規模買付ルールとは、大規模買付者があらかじめ当社取締役会に対して必要かつ十分な情報（以

下、「大規模買付情報」といいます。）を提供し、それに基づき当社取締役会が当該大規模買付行為に

ついて評価検討を行うための期間を設け、かかる期間が経過した後に初めて大規模買付行為を開始す

るというものです。

　具体的には、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルー

ルに従う旨の「意向表明書」をご提出いただくこととします。意向表明書には、大規模買付者の名称、

住所、提案する大規模買付行為の概要等を明示していただきます。当社は、この意向表明書の受領後５

営業日以内に、大規模買付者から当初提供していただくべき大規模買付情報のリストを大規模買付者

に交付します。なお、当初提供していただいた情報だけでは大規模買付情報として不足していると考え

られる場合には、十分な大規模買付情報が揃うまで追加的に情報を提供していただくことがあります。

大規模買付情報の項目の一部は以下のとおりです。また、大規模買付行為の提案があった事実及び当社

取締役会に提供された大規模買付情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場

合には、適切と判断する時点で、その全部又は一部を開示します。

①大規模買付者およびそのグループの概要(グループ外の協力者がある場合は当該協力者の　　　概

要)

②大規模買付行為の目的、方法および内容

③買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け

④大規模買付行為完了後に意図する当社および当社グループの経営方針、事業計画、財務計画、資本

政策、配当政策および資産活用策等

⑤大規模買付行為完了後に意図する当社および当社グループの企業価値を向上させるための施策お

よび当該施策が当社および当社グループの企業価値を向上させることの根拠

⑥当社および当社グループの従業員、取引先、顧客、地域社会その他の利害関係者と当社および当社

グループとの関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無およびその内容

ｂ．取締役会による評価期間

当社取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し大

規模買付情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株

券等の全ての買付の場合）又は90日間（その他の大規模買付行為の場合）を当社取締役会による評

価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）と

して与えられるべきものと考えます。従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開

始されるものとします。取締役会評価期間中、当社取締役会は、後述する特別委員会の勧告を受けなが

ら、提供された大規模買付情報を十分に評価検討し、当社取締役会としての意見を慎重に取りまとめ、

開示します。また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件について交渉し、

当社取締役会として当社株主の皆様へ代替案を提示することもあります。
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Ⅳ． 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

ａ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当

社取締役会は、当社株主共同の利益及び当社企業価値を守ることを目的として、新株予約権の無償割当

て等、会社法その他の法律及び当社定款が取締役会の権限として認める措置をとり、大規模買付行為に

対抗することがあります。具体的な対抗措置については、その時点で当社取締役会が最も相当と認めら

れるものを選択することとなります。当社取締役会が具体的対抗措置として、新株予約権の無償割当て

を行う場合の概要は（資料１）に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当てを行う場合に

は、対抗措置としての効果を勘案した行使期間、行使条件（大規模買付者を含む特定株主グループに属

する者ならびにこれらの者が実質的に支配し、これらの者と共同ないし協調して行動する者として当

社取締役会が認めた者等（以下、「非適格者」といいます。）は当該新株予約権を行使できないものと

する等）及び当社が非適格者以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項を

設けることがあります。

ｂ．大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該買収提案に対する反対意見の表明、代替案の提示、当社株主の皆様への説

得等を行う可能性はあるものの、原則として当該大規模買付行為に対する上記の対抗措置はとりませ

ん。大規模買付者の買収提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買収提案の内容およびそれ

に対する当社取締役会の意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただくことになります。ただし、大規模

買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が、当社株主共同の利益または当社

企業価値を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は当社株主共同の利益または当社企業

価値を守るために適切と判断した措置を講じることがあります。具体的には、下記のいずれかに該当す

ると認められる場合には、大規模買付行為が当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく損なう

と認められる場合に該当するものと考えます。

①真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を吊り上げて高値で株式を当社

関係者に引き取らせる目的であると判断される場合

②当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主

要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営

を行う目的であると判断される場合

③当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁

済原資として流用する目的があると判断される場合

④当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券等高額資産等

を売却処分させ、その処分利益をもって一時的な高額配当をさせるかあるいは一時的高額配当に

よる株価の急上昇の機会を狙って当社株式の高値売り抜けを目的としていると判断される場合

⑤大規模買付者の提案する当社株式の買付条件（買取対価の金額、種類、内容、時期、方法、違法性の

有無、実現可能性を含むがこれらに限らない。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分また

は不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合
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⑥大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付

を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け

等の株式買付を行うことをいいます。）など当社株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあ

ると判断される場合

⑦大規模買付者による支配権取得により、当社の株主、従業員、取引先その他の利害関係者の利益を

含む当社株主の共同の利益または当社企業価値を著しく害するおそれが予想されたり、当社株主

の共同の利益または当社企業価値の維持および向上を妨げるおそれがあると合理的な根拠をもっ

て判断される場合

⑧大規模買付者が支配権を獲得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値との比較

において、当該大規模買付者が支配権を獲得しない場合の当社の企業価値と比べて明らかに劣後

すると判断される場合

　
Ⅴ．当該取組みが当社株主の共同の利益を損なうものではないこと

上記の買収防衛策において、大規模買付者が必要情報を提供しない場合や当社取締役会による評価、

検討、交渉、意見形成および代替案立案のための期間を与えない場合など買収防衛策で定めたルールを

遵守しない場合、またはルールを遵守した場合であっても当社株主の共同の利益または企業価値を著

しく損なうと判断される場合にのみ対抗措置を講じることがあるとしております。

　
Ⅵ．当該取組みが当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと

当社取締役会の判断の合理性、公正性を担保するため、当社取締役会から独立した組織として特別委

員会を設置し、対抗措置を講じるか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重することとし

ております。

　なお、特別委員会の委員は３名以上とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経

験者等の中から選任されるものとします。特別委員会の委員には、学識経験者１名、社外監査役１名お

よび弁護士１名の合計３名がそれぞれ就任いたしました。現時点において就任している特別委員会委

員は（資料２）のとおりです。
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（資料１）

「新株予約権無償割当ての概要」

１．新株予約権無償割当ての対象となる株主およびその割当方法

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有株式

（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新たに払込みをさせないで新

株予約権を割り当てる。

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式

の数は当社取締役会において決定する。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の

調整を行うものとする。

３．発行する新株予約権の総数

新株予約権の割当総数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数か

ら発行済株式の総数（当社の保有する自己株式を除く。）を減じた株式数を上限とする。

４．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１円以上で当社取締役会が定める額とする。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。

６．新株予約権の行使期間等

新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、行使条件（非適格者は、当該新株予約権を行

使できないものとする等）、その他必要な事項については、当社取締役会にて別途定めるものとする。

７．取得条項

非適格者以外の新株予約権についてのみ、新株予約権１個につき当社取締役会が別途定める株式数

の当社普通株式の交付をすることを条件に新株予約権を取得する内容の取得条項を付すことがあるも

のとする。
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（資料２）

「特別委員会の構成員の略歴」

　前田　久明（昭和１５年７月２４日生）

　　昭和５６年　４月　東京大学教授

　　平成１３年　４月　日本大学教授

　　平成１３年　５月　東京大学名誉教授（現）

　　平成１４年　１月　米国電気学会フェロー（現）

　　平成１４年　４月　米国機械学会フェロー（現）

　　平成１５年　６月　当社社外取締役

　　平成１７年　４月　文教大学理事（現）

　　平成２０年　６月　当社相談役（現） 

　　平成２２年　４月　日本大学客員教授（現）

　　　　　

　　丸山　栄作（昭和２８年７月９日生）

　　平成　９年　４月　第一生命保険相互会社　大阪業務推進部長

　　平成１１年　４月　同社業務部長

　　平成１３年　７月　同社取締役業務部長

　　平成１４年　４月　同社取締役東日本営業本部長

　　平成１６年　４月　同社常務取締役東日本営業本部長

　　平成１６年　７月　同社常務執行役員東日本営業本部長

　　平成１７年　４月　同社常務執行役員

　　平成２０年　６月　当社社外監査役（現）

　　平成２１年　６月　日本物産株式会社代表取締役社長（現）

　　　　

　　鳥飼　重和（昭和２２年３月１２日生）

　　平成　２年　４月　弁護士登録（第二東京弁護士会）

　　平成　６年　４月　鳥飼総合法律事務所代表（現）

　　平成１９年１２月　日本内部統制研究学会常務理事

　　平成２２年　９月　日本内部統制研究学会会長（現）

　
(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は254百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設・除却等

について、重要な設備計画の変更はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設・除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 97,540,646 97,540,646
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり、単
元株式数は1,000株であります。

計 97,540,646 97,540,646 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 　　 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年３月31日 ― 97,540,646 ― 16,446 ― 4,150

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年12月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　　　普
通株式 　1,340,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　95,445,000 95,445 同上

単元未満株式 普通株式　   755,646 ― 同上

発行済株式総数 97,540,646― ―

総株主の議決権 ― 95,445 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式108株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東光株式会社

埼玉県鶴ヶ島市
大字五味ヶ谷18番地

1,340,000 ― 1,340,000 1.37

計 ― 1,340,000 ― 1,340,000 1.37

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
１月 ２月 ３月

最高(円) 218 215 216

最低(円) 158 180 105

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年４月１

日から平成22年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,685 7,821

受取手形及び売掛金 8,120 ※１
 9,463

商品及び製品 3,171 3,479

仕掛品 362 301

原材料及び貯蔵品 2,013 1,919

繰延税金資産 48 59

その他 1,131 1,659

貸倒引当金 △51 △48

流動資産合計 21,482 24,657

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,564 10,487

機械装置及び運搬具 20,476 19,692

工具、器具及び備品 5,903 5,842

土地 1,534 1,546

リース資産 15 15

建設仮勘定 584 297

減価償却累計額及び減損損失累計額 △26,891 △26,261

有形固定資産合計 12,186 11,620

無形固定資産 56 61

投資その他の資産

投資有価証券 1,873 2,038

繰延税金資産 25 24

その他 1,012 902

貸倒引当金 △7 △7

投資その他の資産合計 2,904 2,958

固定資産合計 15,146 14,640

資産合計 36,629 39,298

EDINET提出書類

東光株式会社(E01810)

四半期報告書

19/32



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,118 5,554

短期借入金 7,005 7,323

1年内償還予定の社債 1,000 1,000

リース債務 3 3

未払法人税等 142 146

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 316 328

その他 1,727 2,056

流動負債合計 14,315 16,413

固定負債

長期借入金 2,604 3,060

リース債務 6 7

繰延税金負債 403 391

退職給付引当金 2,776 2,795

役員退職慰労引当金 39 39

その他 485 518

固定負債合計 6,315 6,813

負債合計 20,631 23,226

純資産の部

株主資本

資本金 16,446 16,446

資本剰余金 5,604 6,123

利益剰余金 △930 △1,095

自己株式 △450 △449

株主資本合計 20,669 21,023

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 470 509

為替換算調整勘定 △5,777 △6,074

評価・換算差額等合計 △5,307 △5,565

少数株主持分 634 613

純資産合計 15,997 16,071

負債純資産合計 36,629 39,298

EDINET提出書類

東光株式会社(E01810)

四半期報告書

20/32



(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 9,607 7,318

売上原価 7,665 5,796

売上総利益 1,942 1,521

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 597 546

賞与引当金繰入額 125 75

退職給付引当金繰入額 79 77

研究開発費 312 254

その他 757 719

販売費及び一般管理費合計 1,872 1,672

営業利益又は営業損失（△） 70 △150

営業外収益

受取利息 3 4

受取配当金 22 0

持分法による投資利益 － 3

その他 33 13

営業外収益合計 59 23

営業外費用

支払利息 52 56

為替差損 20 21

海外源泉税 1 －

持分法による投資損失 15 －

その他 22 15

営業外費用合計 112 93

経常利益又は経常損失（△） 17 △220

特別利益

固定資産売却益 0 0

新株予約権戻入益 61 －

特別利益合計 61 0

特別損失

固定資産処分損 1 1

投資有価証券評価損 － 65

その他 － 6

特別損失合計 1 73

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

76 △293

法人税、住民税及び事業税 96 36

過年度法人税等 △5 △19

法人税等調整額 △87 32

法人税等合計 3 49

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

73 △343

少数株主利益 15 10

四半期純利益又は四半期純損失（△） 58 △353
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

76 △293

減価償却費 420 360

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 1

受取利息及び受取配当金 △25 △5

支払利息 52 56

持分法による投資損益（△は益） 15 △3

投資有価証券評価損益（△は益） － 65

有形固定資産処分損益（△は益） 1 1

売上債権の増減額（△は増加） △826 1,500

たな卸資産の増減額（△は増加） △404 254

仕入債務の増減額（△は減少） 413 △1,408

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2 △33

その他 155 △291

小計 △114 202

利息及び配当金の受取額 25 5

利息の支払額 △42 △67

法人税等の支払額 △128 △25

営業活動によるキャッシュ・フロー △259 114

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △503 △980

有形固定資産の売却による収入 0 378

貸付金の回収による収入 0 －

定期預金の預入による支出 △24 －

その他 △5 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △532 △602

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 188 △400

長期借入れによる収入 200 295

長期借入金の返済による支出 － △695

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 387 △799

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 93

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △435 △1,194

現金及び現金同等物の期首残高 8,860 7,727

決算期変更による現金及び現金同等物の増減額（△
は減少）

△141 －

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 57

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,284

※
 6,590
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項の変更

（１）連結の範囲の変更

平成22年11月に設立しました東光電子（南昌）有限公司について、当第１四半期連結会計期間より生産を

開始し重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数

　　　22社

　
【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」に独立掲記しておりました「貸付

金の回収による収入」（当第１四半期連結累計期間１百万円）は、重要性が乏しくなったため、「投資活動による

キャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しております。

　
【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末
(平成23年３月31日) (平成22年12月31日)

※１　　　　　―――――――――――― ※１　期末日満期手形の会計処理については、手形交換
日を持って決済処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ
ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含
まれております。
受取手形 　　　　　　　　　　　　76百万円

　２　(偶発債務)
関連会社の支払債務等に対し、保証を行っており
ます。

　　　　北上科技(珠海)有限公司　　    12百万円

　２　(偶発債務)
関連会社の支払債務等に対し、保証を行っており
ます。

　　　　北上科技(珠海)有限公司　　     14百万円　　

　３　当社は、運転資金の効率的な資金調達を行うため取

引金融機関５社と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当第１四半期連結会計

期間末の借入未実行残高等は、次の通りでありま

す。

当座貸越極度額 8,000百万円

借入実行残高 3,629　〃

差引額 4,371　〃

　３　当社は、運転資金の効率的な資金調達を行うため取

引金融機関５社と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高等は、次の通りであります。

 

当座貸越極度額 8,000百万円

借入実行残高 4,029　〃　

差引額 3,971　〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日)

※　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成22年６月30日現在）

 

現金及び預金勘定 8,405百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △121　〃

現金及び現金同等物 8,284　〃
 

※　現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成23年３月31日現在）

 

現金及び預金勘定 6,685百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △95　〃

現金及び現金同等物 6,590　〃

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)及び

当第１四半期連結累計期間(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日)

　

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 97,540,646

　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,343,120

　
３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、製品別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、グループ企業の協力をもとに事業活動を展開

しております。

　従って、当グループは商品別のセグメントから構成されており、「コイル応用商品」・「ユニット商

品」・「固体商品」及び「半導体商品」の４つを報告セグメントとしております。

　
「コイル応用商品」は、インダクタ、フィルタ、その他商品等の製造販売をしております。

　「ユニット商品」は、デジタルラジオ用モジュール、ワイヤレス電力伝送モジュール等の製造販売をし

ております。

　「固体商品」は、積層チップインダクタ・誘電体フィルタ・圧電セラミックス等の製造販売をしており

ます。

　「半導体商品」は、ダイオード等のディスクリート・バイポーラＩＣ・ＣＭＯＳ ＩＣ等の仕入販売を

しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

コイル応用
商品

ユニット　商
品

固体商品
半導体
商品

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,552 1,025 944 2,085 9,607―  9,607

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

―  ―  ―  ―   ―  ―  ―  

計 5,552 1,025 944 2,085 9,607―  9,607

　セグメント利益　　　　　
　
　又は損失（△）

73 32 △30 △5 70 ―  70

 (注)セグメント利益又はセグメント損失の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
（注）

コイル応用
商品

モジュール　
商品

固体商品
半導体
商品

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 4,782 644 788 1,102 7,318―  7,318

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

―  ―  ―  ―   ―  ―  ―  

計 4,782 644 788 1,102 7,318―  7,318

　セグメント利益　　　　　
　
　又は損失（△）

△135 △36 1 20 △150 ―  △150

 (注)セグメント利益又はセグメント損失の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

該当事項はありません。

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

前第１四半期連結累計期間では「ユニット商品」と報告しておりましたが、平成23年１月１日よりユ

ニット商品部門の名称をモジュール商品部門と名称変更したため、当第１四半期連結累計期間では「モ

ジュール商品」と報告しております。

　

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)

支払手形及び買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
　 　 　 　 (単位：百万円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

支払手形及び買掛金 4,118 4,118 ― (注)

(注)支払手形及び買掛金の時価の算定方法

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。

　

(ストック・オプション等関係)

　　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
 

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 159円70銭
　

　 　

　 160円69銭
　

　(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 15,997 16,071

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

634 613

(うち少数株主持分) (634) (613)

普通株式の発行済株式数(千株) 97,540 97,540

普通株式の自己株式数(千株) 1,343 1,340

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

96,197 96,200

　

２  １株当たり四半期純利益金額等
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 ０円61銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式を有していないため記載しておりませ

ん。
　

１株当たり四半期純損失金額 ３円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式を有していないため記載しておりません。
　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(百万円) 58 △353

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(百万円)

58 △353

普通株式の期中平均株式数(千株) 96,209 96,197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式
について前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

平成18年ストック・オプ
ション（従業員）
(新株予約権の数618個)
 
平成18年ストック・オプ
ション（役員）
(新株予約権の数101個)
 
上記は平成22年6月30日付で
失効しております。
なお、これにより当社の潜在
株式は全て無くなりました。

―
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月６日

東光株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉　本　　茂　次     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    京 嶋　 清 兵 衛     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東光

株式会社の平成22年４月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成22

年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光株式会社及び連結子会社の平成22年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年５月12日

東光株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉　本　　茂　次     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    京 嶋　 清 兵 衛     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

光株式会社の平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成２３年１月１日から平成２３年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年１月１

日から平成２３年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東光株式会社及び連結子会社の平成２３年３

月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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